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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　先頭加熱部と後続加熱部と最後尾加熱部とを含む記録パルス列による発光波形のレーザ
光により情報が記録される記録層を有する光ディスク媒体上に記録を行う際に、記録線密
度が略一定となるように記録線速度の変化に応じて記録クロック周期Ｔを変化させて記録
を行うとともに、記録線速度の増加に応じて前記記録パルス列における先頭および最後尾
の加熱部分の記録パワーと前記先頭および最後尾の加熱部分の記録パワーとは異なる中間
加熱部の記録パワーを各々増加させる向きに、先頭加熱部の前エッジ位置を記録クロック
に対して前方向きに、最後尾加熱部の後エッジ位置を記録クロックに対して後方向きに、
各々略一定の割合で変化させるように、前記加熱部の各々のパルス幅と記録パワーとの
各設定値を更新することを特徴とする情報記録方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の情報記録方法において、光ディスク媒体から再生される記録情報の最
長データと最短データとのアシンメトリの差が、前記記録パルスの何れかの設定値を更新
させる前後で１０％以内となるように、前記設定値の各々の変化量又は更新間隔を設定す
ることを特徴とする情報記録方法。
【請求項３】
　請求項１に記載の情報記録方法において、前記光ディスク媒体上にプリフォーマットさ
れた前記記録パルスの設定値の複数の記録線速度毎の最適設定値に基づいて、前記所定の
間隔で更新させる記録パルスの設定値の変化量又は勾配を算出することを特徴とする情報
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記録方法。
【請求項４】
　請求項１に記載の情報記録方法において、より以前に所定の領域に記録されたディスク
情報に含まれる前記記録パルスの設定値の複数の記録線速度毎の最適設定値に基づいて、
前記所定の間隔で更新させる記録パルスの設定値の変化量又は勾配を算出することを特徴
とする情報記録方法。
【請求項５】
　請求項１に記載の情報記録方法において、情報記録装置に予め格納した前記記録パルス
の設定値の複数の記録線速度毎の最適設定値に基づいて、前記所定の間隔で更新させる記
録パルスの設定値の変化量又は勾配を算出することを特徴とする情報記録方法。
【請求項６】
　請求項１乃至５の何れか１つに記載の情報記録方法において、前記光ディスク媒体上に
プリフォーマットされたアドレス情報を検出し、前記所定の間隔で更新させる変化量又は
勾配から前記アドレス情報に対応する前記記録パルスの設定値を算出し、前記所定の間隔
と前記アドレス情報の範囲とを対応付けるようにして、前記アドレス情報に応じた前記記
録パルスの設定値を算出することを特徴とする情報記録方法。
【請求項７】
　先頭加熱部と後続の中間加熱部と最後尾加熱部とを含む記録パルス発光波形のレーザ光
により情報が記録される記録層を有する光ディスク媒体上に記録を行う際に、記録線密度
が略一定となるように記録線速度の変化に応じて記録クロック周期Ｔを変化させて記録を
行う情報記録装置であって、
　記録線速度の増加に応じて前記記録パルス列における先頭および最後尾の加熱部分の記
録パワーと前記先頭および最後尾の加熱部分の記録パワーとは異なる中間加熱部の記録パ
ワーを各々増加させる向きに、先頭加熱部の前エッジ位置を記録クロックに対して前方向
きに、最後尾加熱部の後エッジ位置を記録クロックに対して後方向きに、
各々略一定の割合で変化させるように、前記加熱部の各々のパルス幅と記録パワーとの
各設定値を更新するとともに、検出された前記光ディスク媒体のアドレス情報に対応した
前記先頭加熱部および前記最後尾加熱部のパルス幅と記録パワーとを算出するコントロー
ラと、
　検出されたアドレス情報に対応して算出された前記先頭加熱部および前記最後尾加熱部
のパルス幅に応じて前記先頭加熱部の前エッジ位置と前記最後尾の加熱部の後エッジ位置
を変化させるパルス幅可変手段と、
　検出されたアドレス情報に対応して算出された前記加熱部の記録パワーに応じて、前記
レーザ光を出射するレーザ光源の出射光量を随時更新するドライバ回路とを備えたことを
特徴とする情報記録装置。
【請求項８】
　請求項７に記載の情報記録装置を有することを特徴とする情報処理装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は映像用ＤＶＤ（Ｄigital Ｖideo 又はＶersatile Ｄisk ）やＤＶＤ－ＲＯＭ
などの再生専用のＤＶＤ、フォーマットの互換性を有するＤＶＤ－Ｒ（Ｒecodable ）、
ＤＶＤ－ＲＷ（ＲeＷritable）等の光ディスク媒体に対して情報を記録する情報記録方法
、情報記録装置及びこの情報記録装置を用いた情報処理装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
マルチメディアの普及に伴い、映像用ＤＶＤやＤＶＤ－ＲＯＭなどの再生専用情報記録媒
体（以下メディアという）や、記録層として色素材料を用いた追記型のＤＶＤ－Ｒ及び、
相変化材料を用いた書換型のＤＶＤ－ＲＷなどのメディアが開発されている。
【０００３】
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これらの再生専用ＤＶＤメディアに記録されている情報（この例ではセクタ情報）は、図
１１（ａ）に示すようなフォーマットである。このようなフォーマットでは、図１１（ｄ
）に示すようにＤＶＤメディアの全トラック上に一定の線密度で連続的にデータ（セクタ
データ）が記録される。
【０００４】
ＤＶＤメディアを再生専用ＤＶＤメディアと互換性を有するフォーマットのメディアとす
るために、従来のＤＶＤドライブ装置は、ＤＶＤメディアの回転速度制御法として図１１
（ｂ）に示すようにＣＬＶ（Constant Linear Velocity:線速度一定）方式を用いて、Ｄ
ＶＤメディアの回転速度をトラック半径に反比例した回転数になるように制御し、トラッ
クの線速度を常に一定にしながら、一定の記録チャンネルクロックの周波数でメディアに
情報の記録を行っている。
【０００５】
しかしながら、ＣＬＶ方式によりＤＶＤメディアの回転速度の制御を行うには、トラック
の線速度を常に一定にするために、ＤＶＤメディアの回転速度を変化させる必要がある。
即ち、ＤＶＤメディアを回転駆動するスピンドルモータの変速を伴うため、スピンドルモ
ータは大きな回転トルクを必要とし、大型で高コストなモータが必要となる。また、シー
ク時において、スピンドルモータの変速を完了するまでに待ち時間がかかるため、ＤＶＤ
ドライブ装置はＨＤＤやＭＯドライブ装置などと比較して多大なアクセス時間を要すると
いう欠点がある。
【０００６】
このようなことから、ＤＶＤメディアの回転速度を変速制御することなく常に一定の回転
速度にして、ＤＶＤメディアに記録を行うには、ＤＶＤメディアに記録される情報のフォ
ーマットを図１２に示すようなものにすることも考えられている。即ち、図１２（ｃ）に
示すように、ＤＶＤメディアに記録するチャンネルクロックの周波数を、ＤＶＤメディア
上のトラックの半径位置に比例させて、ＤＶＤメディアの内周側で小さく、外周側で大き
くさせるものである。この場合には、ＤＶＤメディアの記録線速度は内周側で小さく外周
側で大きくなるため、図１２（ｄ)に示すようにＤＶＤメディアの記録線密度は一定であ
る。また、ＤＶＤメディアの回転数（回転速度）を図１２（ｂ）に示すように常に一定と
して、即ち、ＣＡＶ（Ｃonstant Ａngular Ｖelocity：回転角一定）方式で、ＤＶＤメデ
ィアに情報を記録することが可能となる。
【０００７】
これによって、ＤＶＤメディアを回転駆動するスピンドルモータの回転変速制御が不要と
なる。従って、スピンドルモータは、低回転トルクで良く、小型で低コストなモータが使
用できるようになる。また、スピンドルモータの変速を行わないため、シーク時の変速待
ち時間が不要となり、アクセス時間を大幅に短縮することができる。
【０００８】
しかしながら、一般的にヒートモードによってピット（マーク）が形成される色素系のＤ
ＶＤ－Ｒメディアや相変化型のＤＶＤ－ＲＷメディアは、特定の記録線速度において記録
時のレーザ発光による記録パルス列のパルス幅と記録パワーが最適化され、その特定の記
録線速度と異なった記録線速度ではメディアに形成されるマークやスペースの状態が変化
する。
即ち、記録パルス列のうちマークの形成に必要な先頭加熱パルスによる熱容量の不足が発
生したり、最適な分解温度に対して実際に到達する加熱温度が異なってマークの平均長が
ばらついたり、最適な最後尾パルスのパルス幅が異なって均一なマーク幅が得られなくな
りマーク長に応じて太りや細り（いわゆる涙型マーク）が生じたりして、ジッタ特性が悪
化してしまう。
【０００９】
この点、例えば特許文献１記載の光ディスク記録装置よれば、個々の光ディスクの全記録
可能領域に対応する最適記録光量を比較的短時間に求めるために、試し書き用領域におけ
る少なくとも２つの位置における線速に等しい２つの記録線速度で最適記録光量を求め、
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補間ルーチンにより、求めた２つの記録線速度における最適記録光量に対して内挿処理又
は外挿処理を行うことにより、全ての記録線速度での最適記録光量を求めるようにしてい
る。
【００１０】
また、特許文献２記載の光ディスク情報記録方法によれば、ジッタ特性を悪化させること
なく、記録に必要なレーザパワーを低減させるために、光ディスクを一定の回転数で回転
させながら、光ディスクにその領域によって異なる基準クロックに基づき情報信号に応じ
て強度変調された光ビームを照射することによって、外周側の領域で内周側の領域より高
い周波数で情報を記録する方法において、光ビームを、各領域において基準クロックの周
波数の整数倍の周波数で周期的にパルス発光する光ビームとし、かつ、外周側の領域に光
ビームが照射されるときに、内周側の領域に光ビームが照射されるときより、パルス発光
のデューティ比を大きくするようにしている。
【００１１】
さらに、特許文献３記載の情報記録装置によれば、高速・高信頼性の記録が可能な光ディ
スク装置を提供するために、光ディスク、光ヘッド、同期信号生成手段、ＶＣＯ 、位相
比較手段、コントローラ及び記録信号生成手段を具備し、記録線速度に応じて記録信号の
パルス高さ・幅を変化させることで、常に最良の記録条件で記録を行えるようにしている
。
【００１２】
【特許文献１】
特開平５－２２５５７０号公報
【特許文献２】
特開平５－２７４６７８号公報
【特許文献３】
特開平１０－１０６００８号公報
【００１３】
【発明が解決しようとする課題】
上記特許文献記載のものでは、ＣＡＶ方式において記録線速度に応じてパルス発光のデュ
ーティ比等の記録パルスの何らかの要素の設定値を可変させるように制御しているもので
あるが、これらの制御はメディアに対する定性的な効果を持つに過ぎず、特にＤＶＤメデ
ィアに対しては不十分である。
【００１４】
また、ＣＤ－Ｒなどのメディアのように基準となる記録速度に対して、より高速（通常Ｘ
倍速と称する）な記録を行うのと同様にＤＶＤメディアも基準となる１倍速からＸ倍速（
Ｘは２、４、５、８、１０など）まで広範囲な高速記録が望まれている。
【００１５】
しかしながら、ジッタ特性等の記録情報（ＲＦ信号）の特性変動には複数の要因が相互に
作用しているため、従来から公知となっている記録方法では不十分で必ずしもメディア（
光ディスク媒体）の全面に渡って均一な信号特性で記録することができず、また、広範囲
な記録速度になると必ずしも所望の効果が得られるものではない。また、記録パルスの設
定値を変化させるにしても、その変化のさせ方は定量的には検討されていないものである
。
【００１６】
また、先頭加熱パルスと後続の加熱パルスとからなる記録パルスの各設定値を変化させる
場合も、設定を変化させた前後で再生信号の変調度やアシンメトリの変化が生じ、再生信
号を２値化するためのスライスレベルが追従できなくなりジッタの悪化が生じてしまう。
【００１７】
　本発明は、光ディスク媒体を回転駆動しながら先頭加熱部と後続加熱部とからなる記録
パルスを用いて情報を記録するとき、光ディスク媒体の回転速度を変速制御することなく
、また、従来の再生専用メディアの記録フォーマットとの互換性を維持しながら、簡易な
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方法を用いて、光ディスク媒体全面に渡って均一な信号特性で記録を行うことが可能であ
り、複数の広範囲な記録速度で記録を行うことが可能であるとともに、いずれの記録速度
であっても良好な信号特性で記録することが可能である情報記録方法、情報記録装置及び
情報処理装置を提供することを目的とする。
【００１８】
【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成するため、請求項１に係る発明は、先頭加熱部と後続加熱部と最後尾加
熱部とを含む記録パルス列による発光波形のレーザ光により情報が記録される記録層を有
する光ディスク媒体上に記録を行う際に、記録線密度が略一定となるように記録線速度の
変化に応じて記録クロック周期Ｔを変化させて記録を行うとともに、記録線速度の増加に
応じて前記記録パルス列における先頭および最後尾の加熱部分の記録パワーと前記先頭お
よび最後尾の加熱部分の記録パワーとは異なる中間加熱部の記録パワーを各々増加させる
向きに、先頭加熱部の前エッジ位置を記録クロックに対して前方向きに、最後尾加熱部の
後エッジ位置を記録クロックに対して後方向きに、各々略一定の割合で変化させるように
、前記加熱部の各々のパルス幅と記録パワーとの各設定値を更新することを特徴とする。
【００１９】
　請求項２に係る発明は、請求項１に記載の情報記録方法において、光ディスク媒体から
再生される記録情報の最長データと最短データとのアシンメトリの差が、前記記録パルス
の何れかの設定値を更新させる前後で１０％以内となるように、前記設定値の各々の変化
量又は更新間隔を設定することを特徴とする。
【００２０】
　請求項３に係る発明は、請求項１に記載の情報記録方法において、前記光ディスク媒体
上にプリフォーマットされた前記記録パルスの設定値の複数の記録線速度毎の最適設定値
に基づいて、前記所定の間隔で更新させる記録パルスの設定値の変化量又は勾配を算出す
ることを特徴とする。
【００２１】
　請求項４に係る発明は、請求項１に記載の情報記録方法において、より以前に所定の領
域に記録されたディスク情報に含まれる前記記録パルスの設定値の複数の記録線速度毎の
最適設定値に基づいて、前記所定の間隔で更新させる記録パルスの設定値の変化量又は勾
配を算出することを特徴とする。
【００２２】
　請求項５に係る発明は、請求項１に記載の情報記録方法において、情報記録装置に予め
格納した前記記録パルスの設定値の複数の記録線速度毎の最適設定値に基づいて、前記所
定の間隔で更新させる記録パルスの設定値の変化量又は勾配を算出することを特徴とする
。
【００２３】
　請求項６に係る発明は、請求項１乃至５の何れか１つに記載の情報記録方法において、
前記光ディスク媒体上にプリフォーマットされたアドレス情報を検出し、前記所定の間隔
で更新させる変化量又は勾配から前記アドレス情報に対応する前記記録パルスの設定値を
算出し、前記所定の間隔と前記アドレス情報の範囲とを対応付けるようにして、前記アド
レス情報に応じた前記記録パルスの設定値を算出することを特徴とする。
【００２４】
　請求項７に係る発明は、先頭加熱部と後続の中間加熱部と最後尾加熱部とを含む記録パ
ルス発光波形のレーザ光により情報が記録される記録層を有する光ディスク媒体上に記録
を行う際に、記録線密度が略一定となるように記録線速度の変化に応じて記録クロック周
期Ｔを変化させて記録を行う情報記録装置であって、記録線速度の増加に応じて前記記録
パルス列における先頭および最後尾の加熱部分の記録パワーと前記先頭および最後尾の加
熱部分の記録パワーとは異なる中間加熱部の記録パワーを各々増加させる向きに、先頭加
熱部の前エッジ位置を記録クロックに対して前方向きに、最後尾加熱部の後エッジ位置を
記録クロックに対して後方向きに、各々略一定の割合で変化させるように、前記加熱部の
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各々のパルス幅と記録パワーとの各設定値を更新するとともに、検出された前記光ディス
ク媒体のアドレス情報に対応した前記先頭加熱部および前記最後尾加熱部のパルス幅と記
録パワーとを算出するコントローラと、検出されたアドレス情報に対応して算出された前
記先頭加熱部および前記最後尾加熱部のパルス幅に応じて前記先頭加熱部の前エッジ位置
と前記最後尾の加熱部の後エッジ位置を変化させるパルス幅可変手段と、検出されたアド
レス情報に対応して算出された前記加熱部の記録パワーに応じて、前記レーザ光を出射す
るレーザ光源の出射光量を随時更新するドライバ回路とを備えたものである。
【００２５】
　請求項８に係る発明は、請求項７に記載の情報記録装置を有することを特徴とする情報
処理装置である。
【００３０】
【発明の実施の形態】
まず、本発明の第一の実施の形態を図１乃至図６に基づいて説明する。
この第一実施形態においては、光ディスク媒体である色素系光ディスクの情報記録で用い
る基本的な記録パルスの設定として、図２に示すように、各々のマークデータ長ｎ（ｎ：
正の整数）Ｔに対する記録パルスは先頭加熱部と後続加熱部とを含む記録パルスによって
構成している。
【００３１】
記録パルスの各加熱部のパルス幅の設定は、記録クロックとしての記録チャンネルクロッ
クの周期Ｔに対する比として先頭加熱部をＴtop、先頭加熱部に後続する中間加熱部をＴr
ear、最後尾加熱部をＴendとしている。また、記録パワーの設定は、先頭加熱部および最
後尾加熱部の記録パワーＰtop、中間加熱部の記録パワーＰrearがあり（ただし、Ｐtop＞
Ｐrear）、別にスペース部用のバイアスパワーＰbがある。記録パワーについては、マー
ク形成の状態は記録線速度Ｌｖと強い相関を持ち、記録線速度が大きくなると記録パワー
の最適値が大きくなることは周知の通りである。
【００３２】
ここでは、光ディスク媒体の最内周位置、即ち、最小記録線速度における最適記録パワー
Ｐrearminに対する所望の任意の半径位置（記録線速度）における記録パワーＰtopの比ρ
をρ＝Ｐtop／Ｐrearminとし、先頭加熱部および最後尾加熱部と中間加熱部との記録パワ
ーの比εをε＝Ｐtop／Ｐrearとする。
【００３３】
本第一実施形態では、これらの設定値のうち先頭加熱部のパルス幅の記録チャンネルクロ
ック周期Ｔに対する比Ｔtopと、最後尾加熱部のパルス幅のチャンネル記録チャンネルク
ロック周期Ｔに対する比Ｔendと、先頭加熱部および最後尾加熱部と中間加熱部との記録
パワーの比ε＝Ｐtop ／Ｐrearとについて、より詳細な設定を行うものである。
【００３４】
図１は本発明を適用した情報記録装置である第一実施形態を示す。先頭加熱部と後続加熱
部とを含む記録パルス発光波形のレーザ光により情報が記録される記録層を有する光ディ
スク媒体１に対して、この光ディスク媒体１を回転駆動させるスピンドルモータ２を含む
回転機構３が設けられているとともに、光ディスク媒体１に対してレーザ光を集光照射さ
せる対物レンズや半導体レーザ等の光源を備えた光ヘッド４が光ディスク媒体１の半径方
向にシーク移動自在に設けられている。
【００３５】
記録パルス（記録パルス列）制御部５は、システムコントローラ９によって選択されたタ
イミングで先頭加熱部と後続の中間加熱部および最後尾加熱部とを含む加熱パルス制御信
号を生成する。記録パルス制御部５の出力側には光ヘッド４内のレーザ光源としての半導
体レーザに供給する記録パワーＰtopとＰrearとバイアスパワーＰｂとの各々の駆動電流
をスイッチングすることで光ヘッド４内の半導体レーザを駆動するレーザ光源駆動手段と
してのＬＤドライバ回路６が接続されている。記録クロック生成部７は任意の記録線速度
における記録チャンネルクロック（記録線密度が一定となるように記録線速度の変化に応
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じて周期Ｔが変化する記録チャンネルクロック）を生成して記録パルス制御部５に出力し
、ＥＦＭエンコーダ８は記録情報であるＥＦＭデータを記録パルス制御部５に出力する。
システムコントローラ９は、記録パルス制御部５やＥＦＭエンコーダ８などを制御し、ド
ライブコントローラ１０と信号の授受を行う。ドライブコントローラ１０は回転機構３や
記録クロック生成部７などを制御する。
【００３６】
このような構成の第一実施形態において、光ディスク媒体１はスピンドルモータ２を含む
回転機構３によりＣＡＶ方式で回転駆動される。光ヘッド４内の半導体レーザに記録パル
スを発生させるため、記録クロック生成部７が任意の記録線速度における記録チャンネル
クロック（記録線密度が一定となるように記録線速度の変化に応じて周期Ｔが変化する記
録チャンネルクロック）を生成して記録パルス制御部５に出力し、ＥＦＭエンコーダ８が
記録情報であるＥＦＭデータを記録パルス制御部５に出力する。記録パルス制御部５は、
ＥＦＭエンコーダ８から記録情報であるＥＦＭデータが入力されたときに、システムコン
トローラ９によって選択されたタイミングで先頭加熱部と後続加熱部とからなる記録パル
スに対する記録パルス制御信号を生成してＬＤドライバ回路６へ出力する。
【００３７】
ＬＤドライバ回路６は光ヘッド４内の半導体レーザへ記録パワーＰtopとＰrear及びバイ
アスパワーＰｂとの各々の駆動電流をそれぞれ供給するＰtop駆動電流源、Ｐrear駆動電
流源、Ｐｂ駆動電流源を有し、これらのＰtop駆動電流源、Ｐrear駆動電流源、Ｐｂ駆動
電流源を記録パルス制御部５からの記録パルス制御信号によりスイッチングして光ヘッド
４内の半導体レーザに記録パルスを発生させる。
【００３８】
記録時にはＰｂ電流源からの駆動電流により定常的に再生パワー相当のバイアスパワーＰ
ｂで半導体レーザが発光し、記録パルス生成部５で生成された記録パルス制御信号により
図２に示したような記録パルスのレーザ発光波形を得ることができる。光ヘッド４は、半
導体レーザから出射された記録パルスのレーザ光を対物レンズにより光ディスク媒体１に
集光して記録情報をマークとして光ディスク媒体１に記録する。
【００３９】
光ディスク媒体１としての直径１２０ｍｍの色素系のＤＶＤディスクに対してＣＡＶ方式
で記録制御を行うと、ＤＶＤディスクの基準速度の２倍速となる記録線速度はＤＶＤディ
スクの最内周位置で約７ｍ／ｓ、最外周位置で約１７ｍ／ｓ程度となり、記録チャンネル
クロック周波数はＤＶＤディスクの最内周位置で５２ＭＨｚ、最外周位置で１２８ＭＨｚ
となる。このようなＤＶＤディスク半径位置によって約２．４倍の記録線速度の変化が必
要な記録を色素系のＤＶＤディスクで行うとき、ＤＶＤディスクの全域に渡って同一の記
録パルス及び記録パワーの設定値を用いると、高い記録線速度になるに従って（外周にな
るに従って）、先頭加熱部による予備加熱に過不足が生じてＲＦ信号の変調度がばらつい
たり、ＲＦ信号の対称性（アシンメトリ）のばらつきが大きくなる。また、先頭加熱部と
後続加熱部との記録パワーの比εの最適値にずれを生じ、記録マーク幅が不均一になって
ジッタ特性が悪化してしまう。本実施の形態では、以下に説明するように、光ディスク媒
体１の最内周位置から最外周位置に渡って均一な信号特性を有して低ジッタな記録を可能
とするものである。
【００４０】
本実施の形態では、ＣＡＶ方式による記録であって、ＤＶＤディスクの最内周位置での最
小記録線速度がＤＶＤディスクの基準速度の２倍速となり、ＤＶＤディスクの最外周位置
での最大記録線速度が基準速度の４．９倍速となっている。まず、図２に示すようにＤＶ
Ｄディスクの最内周位置における最小記録線速度においては、記録チャンネルクロック周
期Ｔに対して、先頭加熱部のパルス幅の比Ｔtopを１．４Ｔ、中間加熱部のパルス幅の比
を１．０Ｔ＋（ｎ－３）Ｔ、最後尾加熱部のパルス幅の比Ｔendを０．６Ｔとし、先頭加
熱部および最後部加熱部の記録パワーＰtopを１２．５ｍＷ、中間加熱部の記録パワーＰr
earを１０．０ｍＷに設定している。これらの設定値は、色素系の光ディスク媒体の代表
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的な数値であり、各種チューニングや記録材料の種類によって異なった最適値となる。そ
して、システムコントローラ９が図３に示すように、記録線速度の増加に応じて先頭加熱
部のパルス幅の比Ｔtop及び先頭加熱部および最後尾加熱部と中間加熱部との記録パワー
の比ε（＝Ｐtop／Ｐrear）を、何れも各々略一定の割合で増加するように変化させるこ
とで、マーク先頭部分と後端部分に最適な熱量を加えられる最適な記録パワーで記録を行
うことができるようになり、マーク幅が均一に形成できるようになり、ジッタ特性を良好
に維持することができる。
【００４１】
このように、記録線速度が光ディスク媒体１の半径位置によって変化するＣＡＶ方式によ
って記録を行う場合、システムコントローラ９にて記録パルス制御部５などを制御してこ
れらの設定値を以下のように更新することで良好な記録が可能となる。即ち、具体的な設
定例としては、図４又は図５に示すように、先頭加熱部のパルス幅の記録チャンネルクロ
ック周期Ｔに対する比Ｔtopを、最内周位置での１．４Ｔ（≒２６．７４ｎｓ）から最外
周位置での１．８Ｔ（≒１４．１ｎｓ）まで所定の間隔で略一定の割合で変化させ、その
累積の増加分で０．４Ｔ長くなるように設定値を更新変更させている。
【００４２】
逆に、最後尾加熱部の加熱パルスの記録チャンネルクロック周期Ｔに対する比Ｔendは、
最内周位置での０．６Ｔ（≒１１．５ｎｓ）から最外周位置での０．８Ｔ（≒７．０ｎｓ
）まで所定の間隔で略一定の割合で変化させ、その累積の増加分で０．２Ｔ長くなるよう
に設定値を更新変更させている。
【００４３】
また、中間加熱部の前後エッジ（先頭加熱部の後エッジと最後尾加熱部の前エッジと同一
）は記録チャンネルクロックに対して常に同期した設定としている。
なお、光ディスク媒体の色素材料の種類によっては、前記比Ｔendを記録線速度によらず
０．６Ｔなる一定の設定値として最内周位置で≒１１．５ｎｓから最外周位置で≒４．７
ｎｓとなるようにすることもできる。
【００４４】
次に、記録パワーの設定については、光ディスク媒体１の最内周位置、即ち、最小記録線
速度における最適記録パワーＰrearminに対する所望の任意の半径位置（記録線速度）に
おける記録パワーＰrearの比ρ＝Ｐrear／Ｐrearminを１から１．５まで、即ち、累積の
増加分で０．５大きくなるように記録線速度の増加に応じて所定の間隔で略一定の割合で
変化させるようにした。
【００４５】
また、先頭加熱部および最後尾加熱部の記録パワーＰtopの設定は、この記録パワーＰtop
と中間部加熱部の記録パワーＰrearとの比ε＝Ｐtop／Ｐrearを最内周位置での最小記録
線速度では１．２５として、最外周位置での最大記録線速度における設定では１．３５と
している。よって、記録パワーの比εの設定値は最内周位置から最外周位置までの累積の
増加分として、０．１０となるように、記録線速度の増加に応じて所定の間隔で略一定の
割合で変化させるようにしている。このように設定された、最内周位置と最外周位置との
記録パルスを時間軸を合わせて相対的に比較すると、図６に示すような発光波形が得られ
る。図６では、７Ｔマークデータの場合を記録データの代表例として図示している。
【００４６】
つまり、本実施の形態は、システムコントローラ９が、比Ｔtopと比Ｔendと比εとを共に
変化させるように、記録線速度に応じて先頭加熱部の前エッジ位置とその記録パワーＰto
pおよび、最後尾加熱部の後エッジ位置をその記録パワーＰtop（先頭加熱部と最後尾加熱
部の記録パワーは同一）と中間加熱部の記録パワーＰrearとの設定値を更新変更させるわ
けであるが、これは、より一般的にいうと、図６中のベクトル的矢印Ａおよびベクトル的
矢印Ｂで示すように、少なくとも先頭加熱部および最後尾加熱部のパルス幅とその記録パ
ワーとを記録線速度に応じて共に変化させ、そのパルス形状を更新させることを意味する
。また、このベクトル的矢印Ａ及びＢからもわかるように、パルス幅を変化させる割合と
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記録パワー（比ε）を変化させる割合とが異なるものである。
【００４７】
ちなみに、先頭加熱部の前エッジ位置の変化に限らず、先頭加熱部の後エッジ位置を変化
させたり、最後尾加熱部の前エッジ位置を変化させることで、先頭加熱部と最後尾加熱部
のパルス幅を変化させるようにしてもよいが、本実施の形態のように先頭加熱部の後エッ
ジ位置及び最後尾加熱部の前エッジ位置を固定的とし、先頭加熱部の前エッジ位置および
最後尾加熱部の後エッジ位置を変化させる方法によれば、制御が容易で処理を簡略化させ
得る。
【００４８】
より具体的な記録パワーの設定値は、最内周位置の最小記録線速度での試し書き（ＯＰＣ
）により最適記録パワーとして先頭加熱部および最後尾加熱部の記録パワーＰtopminが１
２．５ｍＷ、Ｐrearminが１０．０ｍＷが算出された場合、前述の比ρと比εによって、
最外周位置での先頭加熱部および最後尾加熱部の記録パワーＰtopmaxは２０．３ｍＷ、中
間加熱部の記録パワーＰrearmaxは１５．０ｍＷまで変化させている。
【００４９】
このような記録パワーの設定方法を用いることにより、異なる光ディスク媒体であっても
、最内周位置での最適記録パワーの設定値から、記録パワーの比ρと比εを更新しながら
設定することで光ディスク媒体全面に渡って容易に最適な設定値とすることができ、均一
でジッタ特性の良好な記録が可能となる。
【００５０】
ところで、上述した各設定値は、特定の色素材料と溝構成での光ディスク媒体についての
代表的な値である。しかしながら、色素系の光ディスク媒体はレーザ光照射による熱分解
やそれに伴う基板変形による光学的変化を生じさせ、その変化によりマークを形成するこ
とで情報の記録が行われる。このようなヒートモードにより光ディスク媒体にマークが形
成される場合、本実施の形態に良く適合する。色素系光ディスク媒体の代表的な有機色素
の例としては、ポリメチン色素、シアニン系、ナフタロシアニン系、フタロシアニン系、
スクアリリウム系、ピリリウム系、ナフトキノン系、アントラキノン系、インダンスレン
系、キサンテン系、トリフェニルメタン系、アズレン系、フェナンスレン系、トリフェノ
チアジン系染料及びアゾ系等の金属錯体化合物などが挙げられる。
これらの色素は光学特性、記録感度、信号特性などの向上の目的で他の有機色素及び金属
、金属化合物と混合又は積層化して用いても良い。また、その金属、金属化合物の例とし
てはＩｎ、Ｔｅ、Ｂｉ、Ｓｅ、Ｓｂ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ａｌ、Ｂｅ、ＴｅＯ、ＳｎＯ、Ａｓ，
Ｃｄなどが挙げられ、各々を分散混合或いは積層の形態で用いることができる。
【００５１】
光ディスク媒体の記録層の形成方法としては、蒸着、スパッタリング、ＣＶＤ又は溶剤塗
布などの通常の手段によって行うことができる。塗布法を用いる場合には上記染料などを
有機溶剤に溶解して、スプレー、ローラーコーティグ、ディピング及びスピンコーティン
グなどの慣用のコーティング法によって行うことができる。
【００５２】
これらの種々の色素系の光ディスク媒体では、最適な各設定値は異なった値となる。しか
しながら、ＣＡＶ方式による記録を行う場合には、先頭加熱部および最後尾加熱部と中間
加熱部の各々のパルス幅や記録パワーの設定値（比ρ、比ε、Ｐtop、Ｐrearの設定値）
については、何れの光ディスク媒体についても記録線速度Ｌｖに対して同様な最適化で適
応できる。
【００５３】
前述した例では、一般的なアゾ系色素材料の光ディスク媒体で最適な記録パルスの設定値
を示している。その他の代表的な構成の光ディスク媒体で詳細に記録パルスの設定を検討
した結果、最内周位置に対する最外周位置での各設定値の増加分は、先頭加熱部のパルス
幅の記録チャンネルクロック周期Ｔに対する比Ｔtopが０．３Ｔ～０．５Ｔの範囲であり
、最後尾加熱部のパルス幅の記録チャンネルクロック周期Ｔに対する比Ｔendが０．１Ｔ
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～０．３Ｔの範囲であり、先頭加熱部および最後尾加熱部の記録パワーＰtopと後続加熱
部の記録パワーＰrearとの比ε＝Ｐtop／Ｐrearの増加分が０．０５～０．１５の範囲で
あった。このような範囲に各設定値を設定することにより、記録感度（パワー）の異なる
ような大多数の光ディスク媒体に対して良好な記録が可能であった。
【００５４】
なお、記録するマークの直前のスペース長が最短長３Ｔであるときの、マークを形成する
記録パルスの先頭加熱部の前エッジ位置については、記録するマークの直前のスペース長
がその他のスペース長（４Ｔ以上）の場合よりも先頭加熱部のパルス幅が短くなるように
、記録線速度の変化に対して同一の範囲で補正することにより、隣接するマーク間の熱干
渉の影響が異なる大多数の光ディスク媒体に対して良好な記録が可能となる。その補正量
については－０．０５Ｔ～－０．１５Ｔの範囲が良好である。
【００５５】
以下に各々の設定値について、より詳細に説明する。一般的に色素系の光ディスク媒体に
対して異なる記録線速度で記録する場合、記録パワーは記録線速度の平方根に略比例する
ことが知られている（例えば、前述した特許文献３参照）。即ち、記録パワーをＰｗ、記
録線速度をＬｖ、定数をＫｌｖとすると、Ｐｗ＝Ｋｌｖ√Ｌｖで算出された記録パワーと
している。しかしながら、前述のように先頭加熱部および最後尾加熱部のパルス幅の記録
チャンネルクロック周期Ｔに対する比Ｔtopと比Ｔend及び中間加熱部のパルス幅に関する
比Ｔrearと、先頭加熱部の記録パワーＰtopと中間加熱部の記録パワーＰrearとの比ε＝
Ｐtop／Ｐrearとを含めた全ての設定値を、記録線速度Ｌｖに応じて最適化する場合にお
いては、前述のように記録パワーの比をρ、定数Ｋｐｗとすると、最小と最大の記録線速
度での最適な記録パワーは、ρ＝Ｋｌｖ×Ｌｖ＋Ｋｐｗによって直線近似して算出した記
録パワーが、全域の記録線速度に対して適正な値を示すようになる。また、比Ｔtop、比
Ｔend、比εについても同様に直線近似して算出した設定値を用いることで全域の記録線
速度に対して最適な設定値を得ることができる。本実施の形態においてシステムコントロ
ーラ９による設定値の算出には、各々
Ｔtop＝０．０４２×Ｌｖ＋１．１１
Ｔend＝０．０２１×Ｌｖ＋０．４５
Ｐrear＝Ｐrearmin×ρ＝Ｐrearmin×（０．０５２×Ｌｖ＋０．６４）
ε＝０．０１１×Ｌｖ＋１．１７
なる近似式を用いている。このような記録線速度の関数の他に、光ディスク媒体の半径位
置の関数を用いて記録パルスの設定をシステムコントローラ９で更新するようにしてもよ
い。従って、システムコントローラ９により設定値を更新する設定方法を用いることで、
簡易な演算によって任意の記録線速度に対して最適な設定値を算出することが可能となる
。
【００５６】
また、記録線速度Ｌｖの増加に対応して、各設定値を更新する間隔としてはＲＦ信号の特
性上は、極力、細かなステップが望ましいが、システムコントローラ９の負担が増大する
。しかしながら、設定値を更新した前後におけるＲＦ信号の最長データと最短データとの
アシンメトリの差は、再生された情報のエラーレートなどに多大な影響を及ぼしてしまう
。ここで、アシンメトリは図７に示すように、ＲＦ信号の最長データ振幅の平均レベルと
最短データ振幅の平均レベルとの差を最長データ振幅で正規化した値であり、マーク長と
スペース長の非対称性を示している。ＥＦＭパルス変調の場合、１４Ｔスペースレベルを
Ｉ14H、１４ＴマークレベルをＩ14L　、３ＴスペースレベルをＩ3H、３Ｔマークレベルを
Ｉ3Lとすると、
アシンメトリ＝[(Ｉ14H＋Ｉ14L)／２－(Ｉ3H＋Ｉ3L）／２]／（Ｉ14H－Ｉ14L)
となる。
【００５７】
また、図７及び図８に示すように、設定値を更新変更した時点前後のアシンメトリの差が
±１０％近傍になると、急激にジッタ（Ｊitter）特性が悪化する。従って、アシンメト
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リの差は±１０％以内にする必要があり、システムコントローラ９は光ディスク媒体１か
ら光ヘッド４で再生された記録情報であるＲＦ信号の最長データと最短データとのアシン
メトリの差が、前記記録パルスの何れかの設定値を更新させる前後で１０％以内となるよ
うに、前記設定値の各々の変化量又は更新間隔を設定する。光ヘッド４で再生された記録
情報であるＲＦ信号はスライス回路で２値化される。
【００５８】
また、一般的なＤＶＤ再生装置のＲＦ信号を２値化するためのスライス回路は、このアシ
ンメトリの差に追従する時定数をもたないために正確なＲＦ信号の２値化が行えず、ＲＦ
信号に大きなエッジシフトが生じてしまう。場合によっては、再生クロック生成のための
ＰＬＬが外れることもある。なお、より詳細な考察によれば、ジッタ特性やＰＬＬ安定性
を考慮すると、システムコントローラ９にてアシンメトリの差が±５％以内となるように
前述の設定値を更新することが望ましい。
【００５９】
次に、本発明の第二の実施の形態について説明する。
上述した４つの設定値（先頭加熱部のパルス幅Ｔtop、最後尾加熱部のパルス幅Ｔend、内
外周に対する記録パワー比ρ、ＰtopとＰrearの記録パワー比εの設定値）の更新設定は
各々単独でも多少の効果は認められるが、ＲＦ信号の特性変動は４つの設定値の相互作用
をもつため、４つの設定値全てを更新しながら設定することが望ましい。そこで、第二の
実施の形態では、第一の実施の形態において、システムコントローラ９は記録パルス制御
部５などを制御して４つの設定値全てを更新しながら設定する。
【００６０】
前述のようにアシンメトリの差を考慮して、設定値を更新する間隔を決める必要がある。
第一の実施の形態、第二の実施の形態ではともに、先頭加熱部のパルス幅の比Ｔtop、最
後尾加熱部のパルス幅の比Ｔend、内外周に対する記録パワー比ρ、ＰtopとＰrearとの記
録パワーの比εの設定値の何れも、記録線速度の幅で約０．７ｍ／ｓのステップとして段
階的に更新させている（図４及び図５参照）。この間隔は、かなり大きな幅をもっている
が、アシンメトリの差を十分に抑制することが可能である。しかしながら、ジッタ特性も
これらの設定値のずれにより劣化するため、より小さい間隔で頻繁に設定を更新すること
が望ましい。また、記録線速度を一定の幅で更新する他に、後述の多段遅延回路などのパ
ルスエッジ生成部での最小分解能のステップで段階的に更新しても良い。
【００６１】
本発明の第三の実施の形態を図９及び図１０を参照して説明する。
ＣＤやＤＶＤなどの光ディスク媒体には、一般的にトラッキングエラー信号（プッシュプ
ル信号）を得るためのグルーブ溝が形成されており、グルーブ溝を蛇行して得られるウォ
ブル信号を重畳している。この第三の実施の形態では、上記第一の実施の形態において、
光ヘッド４の対物レンズ駆動装置や出力系に対してはサーボ機構１６が接続されている。
このサーボ機構１６にはプログラマブルＢＰＦを含むウォブル検出部１１が接続されてい
る。各々の記録線速度において、ウォブル検出部１１がプログラマブルＢＰＦによってウ
ォブル信号を検出し、復調回路１２によりプログラマブルＢＰＦからのウォブル信号を復
調することで、周波数変調や位相変調によって符号化された情報を復調し、光ディスク媒
体１が未記録ディスクであっても光ディスク媒体１固有のプリフォーマットされたアドレ
ス情報を含むディスク情報を得る。
【００６２】
ここに、ドライブコントローラ１０は記録線速度に対応したプログラマブルＢＰＦの中心
周波数をプログラマブルＢＰＦにセットする。記録クロック生成部７はＰＬＬシンセサイ
ザ回路が用いられてその基本クロック周波数がドライブコントローラ１０によって変化さ
せられ、ＰＬＬシンセサイザ回路が復調回路１２からのアドレス情報に対応した、任意の
記録線速度における記録チャンネルクロック（記録線密度が一定となるように記録線速度
の変化に応じて周期Ｔが変化する記録チャンネルクロック）を生成して記録パルス制御部
５に出力する。
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【００６３】
光ディスク媒体１には、上記のようなディスク情報に、最小（最内周）記録線速度と最大
（最外周）記録線速度と中間（中周）記録線速度などの複数の記録線速度における、推奨
する記録パルスの先頭加熱部と中間加熱部との記録チャンネルクロック周期Ｔに対する各
々の比Ｔtopと比Ｔend、及び、推奨する記録パワーＰtop若しくはＰrear、及び、先頭加
熱部と中間加熱部との記録パワーの比ε、及び、内外周での記録パワーの比ρなどの設定
値を予め埋め込んでおく。
【００６４】
本実施の形態では、これら推奨の設定値をウォブル検出部１１及び復調回路１２により光
ディスク媒体１から読み出してドライブコントローラ１０を介してシステムコントローラ
９に送り、システムコントローラ９がその推奨の設定値により上記設定値を設定したり、
当該情報記録装置に予め格納した上記設定値を新たにその推奨の設定値に設定し直すよう
にすることで、光ディスク媒体１の内外周での最適な設定値を得た後、この設定値から記
録線速度に対する線形に近似された設定値の変化量（又は、その勾配）を算出する。
【００６５】
なお、設定値の変化量や勾配は、光ディスク媒体１の特性に合わせて算出すればよく、線
形近似やそれ以外の多項近似式で高精度に算出することもできる。次に、システムコント
ローラ９は、光ディスク媒体１のＣＡＶ制御における記録線速度の範囲から適正な設定値
の更新間隔を算出して該更新間隔と記録線速度の範囲とを対応付ける（本実施の形態では
、前述した実施の形態の場合と同様に、約０．７ｍ／ｓ毎としている）。
【００６６】
このようにして得られた設定値の変化量は記録線速度に対するものであり、実際にはシス
テムコントローラ９は前述のウォブル信号やＰＬＬ信号を復調して得られるアドレス情報
で認識する。特定のアドレスが最内周位置から最外周位置まで決められており、システム
コントローラ９は設定値の変化量をアドレス情報に対応して記録線速度と対応づけする。
【００６７】
なお、記録パワーＰtopとＰrearは、システムコントローラ９により、光ディスク媒体１
の最内周位置と最外周位置とに対応した少なくとも２種の記録線速度における試し書き（
ＯＰＣ）によって最適値を求めたり、ウォブル信号から得られた記録パワーの情報を置換
したり補正したりすることで、より高精度な設定を行うことも可能である。
【００６８】
本実施の形態は、上述した実施の形態の情報記録方法（先頭加熱部に関する比Ｔtop、最
後尾加熱部に関する比Ｔrear、記録パワーＰrearの最内外周比ρ、先頭加熱部と中間加熱
部との記録パワー比εの設定値を更新設定する情報記録方法）を用いて光ディスク媒体１
にＣＡＶ方式でデータを記録する。システムコントローラ９は復調回路１２からのアドレ
ス情報により現在の設定値がアドレス情報に対応した正しいアドレス範囲であるかどうか
を確認し、現在の設定値がアドレス情報に対応した正しいアドレス範囲でなければ設定値
の算出と更新を行うステップに戻る。
【００６９】
ここに、本実施の形態では、記録パルス生成部５のパルス幅可変手段としてのエッジ信号
生成部１３中の先頭加熱部の前エッジ信号生成部として、ゲート素子を用いた遅延量０．
２ｎｓ程度の多段遅延回路を配置しており、この多段遅延回路は記録クロック生成部７か
らの記録チャンネルクロックを多段に遅延させて多段のエッジパルスを生成する。この多
段のエッジパルスは、マルチプレクサ構成のエッジセレクタ１４に入力され、システムコ
ントローラ９によって選択されたエッジパルスがエッジセレクタ１４から記録パルス（記
録パルス列）生成部１５に入力される。記録パルス生成部１５はエッジセレクタ１４から
入力されたエッジパルスによって前エッジ位置が可変する先頭加熱部の記録パルス制御信
号（前エッジ信号）を生成してＬＤドライバ回路６へ出力する。
【００７０】
同様に、エッジ信号生成部１３中の、後続加熱部の加熱パルス（最後尾加熱部）の後エッ
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ジ位置を可変するエッジ信号生成部においても、ゲート素子を用いた遅延量０．２ｎｓ程
度の多段遅延素子が配置され、この多段遅延素子は記録クロック生成部７からの記録チャ
ンネルクロックを多段に遅延させて多段のエッジパルスを生成する。この多段のエッジパ
ルスは、エッジセレクタ１４に入力され、システムコントローラ９によって選択されたエ
ッジパルスがエッジセレクタ１４から記録パルス（記録パルス列）生成部１５に入力され
る。記録パルス生成部１５はエッジセレクタ１４から入力されたエッジパルスによって後
エッジ位置が可変する後続加熱部の記録パルス制御信号（後エッジ信号）を生成してＬＤ
ドライバ回路６へ出力する。なお、システムコントローラ９は記録パルス生成部１５を介
してＬＤドライバ回路６を制御することで記録パルスの記録パワーを制御（設定）する。
【００７１】
このような構成によって、前述した実施の形態の情報記録方法のように各々の設定値を決
定し、所望の記録線速度で最適なエッジパルスが選択され、所望の記録パルスが発生する
ように動作する。また、このような構成で生成した記録パルスを所定の間隔で更新させる
ようにすると、各々の設定値は図５に示すように階段状に変化する。よって、多段遅延素
子を用いると設定値の更新区間（更新しない期間）中は、各々のパルス幅が固定値となり
、記録チャネルクロックの変化に応じてパルス幅の比やデューティ比が変化するように設
定される。
【００７２】
次に、本発明の第四の実施の形態では、上記第三の実施の形態において、図４に示すよう
に、エッジ信号生成部１３中の、先頭加熱部の前エッジ信号生成部として、多段遅延素子
の代わりに、位相比較器とループフィルタとＶＣＯ（電圧制御発振器）と分周器を用いた
ＰＬＬ構成のパルスエッジ生成部を用いる。このパルスエッジ生成部は、記録クロック生
成部７からの記録チャンネルクロックを２０逓倍した高分解能で多段のクロックをＰＬＬ
によって発生させ、パルスエッジ信号としては０．０５Ｔ程度の分解能を有している。こ
のような多段のパルスエッジ信号は、マルチプレクサ構成のエッジセレクタ１４に入力さ
れ、システムコントローラ９によって選択されたエッジパルスがエッジセレクタ１４から
記録パルス（記録パルス列）生成部１５に入力される。記録パルス生成部１５はエッジセ
レクタ１４から入力されたエッジパルスによって前エッジ位置が可変する先頭加熱部の記
録パルス制御信号（前エッジ信号）を生成してＬＤドライバ回路６へ出力する。
【００７３】
同様に、エッジ信号生成部１３中の、後続加熱部の加熱パルス（最後尾加熱部）の後エッ
ジ位置を可変するエッジ信号生成部においても、ＰＬＬ構成のパルスエッジ生成部が配置
され、このパルスエッジ生成部は記録クロック生成部７からの記録チャンネルクロックに
より多段のエッジパルスを生成する。この多段のエッジパルスは、エッジセレクタ１４に
入力され、システムコントローラ９によって選択されたエッジパルスがエッジセレクタ１
４から記録パルス（記録パルス列）生成部１５に入力される。記録パルス生成部１５はエ
ッジセレクタ１４から入力されたエッジパルスによって後エッジ位置が可変する後続加熱
部の記録パルス制御信号（後エッジ信号）を生成してＬＤドライバ回路６へ出力する。
【００７４】
このような構成で生成した記録パルスを所定の間隔で更新させるようにすると、各々の設
定値は図４に示すようなのこぎり歯形状に変化する。よって、ＰＬＬ構成のエッジパルス
生成部を用いると、設定値の更新区間中は、各々のパルス幅の比ＴtopとＴendは記録チャ
ンネルクロック周波数の変化に対しても一定値となるように設定される。
なお、本発明はこれらの構成の何れに対しても、ＣＡＶ方式による記録時において均一な
記録が可能であり、記録パルス生成部としては種々の回路方式を用いることができる。
従って、本実施の形態の情報記録装置によれば、簡易で小規模な回路構成で前述したよう
な先頭加熱部のパルス幅の比Ｔtop、最後尾加熱部のパルス幅の比Ｔend、記録パワー比ρ
及び先頭加熱部および加熱部最後尾の記録パワーと中間加熱部の記録パワー比εの設定値
の更新設定を伴う情報記録方法を用いたＣＡＶ制御による記録が可能となる。
【００７５】
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また、上述の実施の形態はＣＡＶ記録を行うことを前提に説明しているが、図３から図６
のような広い記録線速度の範囲で固定された記録線速度で光ディスク媒体全面に記録を行
うようなＣＬＶ記録であっても、本発明の記録パルス幅の設定や記録パワーの設定を用い
ることで、低速から高速にわたって広範囲な記録倍速で記録することが可能となり、マル
チスピード対応の情報記録再生装置を容易に実現することができる。
【００７６】
以上のように本発明によれば、上記実施の形態及び上記説明から明らかなように、先頭加
熱部と後続加熱部とを含む記録パルス発光波形のレーザ光により情報が記録される記録層
を有する光ディスク媒体上に記録を行う際に、記録線密度が略一定となるように記録線速
度の変化に応じて記録チャンネルクロック周期Ｔを変化させて記録を行うとともに、前記
先頭加熱部のパルス幅と記録パワーとを共に変化させるように、所望の記録線速度に応じ
て前記先頭加熱部のパルス形状を所定の間隔で更新するので、光ディスク媒体の回転数を
一定とする比較的高速度の範囲におけるＣＡＶ制御や、複数の速度によるＣＬＶ制御によ
って記録線速度が変化しても、各々の記録線速度に対して最適な記録パルスが設定できる
ようになり、光ディスク媒体全面に渡って均一な特性の記録が可能となる。
【００７７】
また、先頭加熱部と後続加熱部とを含む記録パルス発光波形のレーザ光により情報が記録
される記録層を有する光ディスク媒体上に記録を行う際に、記録線密度が略一定となるよ
うに記録線速度の変化に応じて記録チャンネルクロック周期Ｔを変化させて記録を行うと
ともに、前記先頭加熱部のパルス幅の記録チャンネルクロック周期Ｔに対する比Ｔtopと
、前記先頭加熱部の記録パワーＰtopと前記後続加熱部の記録パワーＰrearとの比ε＝Ｐt
op／Ｐrearとを共に変化させるように、所望の記録線速度に応じて前記先頭加熱部の前エ
ッジ位置と記録パワー及び前記後続加熱部の記録パワーの各設定値を所定の間隔で更新す
るので、光ディスク媒体の回転数を一定とする比較的高速度の範囲におけるＣＡＶ制御や
、複数の速度によるＣＬＶ制御によって記録線速度が変化しても、光ディスク媒体の最内
周位置から最外周位置まで連続的に最適な記録パワーが設定でき、また、異なる速度で設
定されるマルチスピードにおいても最適な記録パワーが設定できるようになり、光ディス
ク媒体全面に渡って均一な特性の記録が可能となる。
【００７８】
また、先頭加熱部と後続加熱部とを含む記録パルス列による発光波形のレーザ光により情
報が記録される記録層を有する光ディスク媒体上に記録を行う際に、記録線密度が略一定
となるように記録線速度の変化に応じて記録チャンネルクロック周期Ｔを変化させて記録
を行うとともに、前記記録パルス列における先頭加熱部の前エッジ位置と、最後尾加熱部
の後エッジ位置と、先頭および最後尾の加熱部分と中間加熱部の記録パワーを共に所望の
記録線速度に応じて各々略一定の割合で変化させるように、前記加熱部の各々のパルス幅
と記録パワーとの各設定値を所定の間隔で更新するので、光ディスク媒体の回転数を一定
とするＣＡＶ制御や、複数の速度によるＣＬＶ制御によって記録線速度が変化しても、各
々の記録線速度に対して最適な記録パルスが設定できるようになり、光ディスク媒体全面
に渡って均一な特性の記録が可能となり、特に、パルス幅の可変として先頭加熱部の前エ
ッジ位置を可変させることにより、制御が容易で処理を簡素化させることもできる。
【００７９】
また、先頭加熱部と後続加熱部とを含む記録パルス列による発光波形のレーザ光により情
報が記録される記録層を有する光ディスク媒体上に記録を行う際に、記録線密度が略一定
となるように記録線速度の変化に応じて記録チャンネルクロック周期Ｔを変化させて記録
を行うとともに、記録線速度の増加に応じて、前記先頭加熱部のパルス幅の記録チャンネ
ルクロック周期Ｔに対する比Ｔtopと、前記最後尾加熱部のパルス幅の記録チャンネルク
ロック周期Ｔに対する比Ｔendと、前記加熱部分の記録パワーＰｗとの全ての設定値を所
定の間隔で増加するように更新するので、光ディスク媒体の回転数を一定とするＣＡＶ 
制御や、複数の速度によるＣＬＶ制御によって記録線速度が変化しても、最内周位置から
最外周位置まで連続的に最適な記録パワーが設定できるようになり、また、任意の細かな
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速度で設定されるマルチスピードの記録に対しても光ディスク媒体全面に渡って均一な特
性の記録が可能となる。
【００８０】
また、上記各情報記録方法において、光ディスク媒体から再生される記録情報の最長デー
タと最短データとのアシンメトリの差が、前記記録パルスの何れかの設定値を更新させる
前後で１０％以内となるように、前記設定値の各々の変化量又は更新間隔を設定するので
、再生される記録情報の最長データと最短データとのアシンメトリの差が、２値化のスラ
イスレベルに対する変動を抑えることができ、ジッタ特性が悪化することなく、また、再
生クロックのＰＬＬの安定性も良好となる記録が可能となる。
【００８１】
また、上記各情報記録方法において、前記光ディスク媒体上にプリフォーマットされた前
記記録パルスの設定値の複数の記録線速度毎の最適設定値に基づいて、前記所定の間隔で
更新させる記録パルスの設定値の変化量又は勾配を算出するので、簡易な方法により記録
線速度に対応して記録パルスの設定値を更新することができ、必要かつ十分な更新間隔に
よって光ディスク媒体全面に渡って均一な特性で記録をすることが可能となる。
【００８２】
また、上記各情報記録方法において、より以前に所定の領域に記録されたディスク情報に
含まれる前記記録パルスの設定値の複数の記録線速度毎の最適設定値に基づいて、前記所
定の間隔で更新させる記録パルスの設定値の変化量又は勾配を算出するので、簡易な方法
により記録線速度に対応して記録パルスの設定値を更新することができ、必要かつ十分な
更新間隔によって光ディスク媒体全面に渡って均一な特性で記録をすることが可能となる
。
【００８３】
また、上記各情報記録方法において、情報記録装置に予め格納した前記記録パルスの設定
値の複数の記録線速度毎の最適設定値に基づいて、前記所定の間隔で更新させる記録パル
スの設定値の変化量又は勾配を算出するので、簡易な方法により記録線速度に対応して記
録パルスの設定値を更新することができ、必要かつ十分な更新間隔によって光ディスク媒
体全面に渡って均一な特性で記録をすることが可能となる。
【００８４】
また、上記各情報記録方法において、前記光ディスク媒体上にプリフォーマットされたア
ドレス情報を検出し、前記所定の間隔で更新させる変化量又は勾配から前記アドレス情報
に対応する前記記録パルスの設定値を算出し、前記所定の間隔と前記アドレス情報の範囲
とを対応付けるようにして、前記アドレス情報に応じた前記記録パルスの設定値を算出す
ので、記録中であっても記録パルスの最適な設定値からずれることなく、設定値の更新を
容易に認識することが可能となり、光ディスク媒体の回転数を一定とするＣＡＶ方式にお
ける記録パルスの設定値を高精度に更新させることができる。
【００８５】
また、先頭加熱部と後続の中間加熱部と最後尾加熱部とからなる記録パルス発光波形のレ
ーザ光により情報が記録される記録層を有する光ディスク媒体上に記録を行う際に、記録
線密度が略一定となるように記録線速度の変化に応じて記録チャンネルクロック周期Ｔを
変化させて記録を行う情報記録装置であって、前記先頭加熱部のパルス幅と前記最後尾加
熱部のパルス幅と前記加熱部のそれぞれの記録パワーとを共に変化させるように、所望の
記録線速度に応じて前記先頭加熱部の前エッジ位置と前記最後尾加熱部の後エッジ位置と
前記記録パワーの設定値を所定の間隔で随時更新するとともに、検出された前記光ディス
ク媒体のアドレス情報に対応した前記先頭加熱部および前記最後尾加熱部のパルス幅と記
録パワーとを算出するコントローラと、検出されたアドレス情報に対応して算出された前
記先頭加熱部および前記最後尾加熱部のパルス幅に応じて前記先頭加熱部の前エッジ位置
と前記最後尾の加熱部の後エッジ位置を変化させるパルス幅可変手段と、検出されたアド
レス情報に対応して算出された前記加熱部の記録パワーに応じて、前記レーザ光を出射す
るレーザ光源の出射光量を随時更新するドライバ回路とを備えたので、光ディスク媒体の
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回転数を一定とするＣＡＶ制御や、複数の速度によるＣＬＶ制御によって記録線速度が変
化しても、各々の記録線速度に対して最適な記録パルスが設定できるようになり、光ディ
スク媒体全面に渡って均一な特性の記録が可能となり、特に、簡易で小規模な回路構成で
、ＣＡＶ制御による記録やマルチスピードの記録が可能となる。
【００８６】
また、先頭加熱部と後続の中間加熱部と最後尾加熱部とからなる記録パルス発光波形のレ
ーザにより情報が記録される記録層を有する光ディスク媒体上に記録を行う際に、記録線
密度が略一定となるように記録線速度の変化に応じて記録チャンネルクロック周期Ｔを変
化させて記録を行う情報記録装置であって、前記先頭加熱部のパルス幅の前記記録チャン
ネルクロック周期Ｔに対する比Ｔtopと、前記最後尾加熱部のパルス幅の前記記録チャン
ネルクロック周期Ｔに対する比Ｔendと、前記先頭加熱部および最後尾加熱部の記録パワ
ーＰtopと中間加熱部の記録パワーＰrearを共に変化させるように、所望の記録線速度に
応じて前記先頭加熱部の前エッジ位置と前記最後尾加熱部の後エッジ位置と前記加熱部の
記録パワーの各設定値を所定の間隔で随時更新するとともに、検出されたアドレス情報に
対応した前記先頭加熱部の前エッジ位置と前記最後尾加熱部の後エッジ位置と前記加熱部
のそれぞれの記録パワーを算出するコントローラと、少なくとも前記記録パルスにおける
前記先頭加熱部の前エッジ位置および前記最後尾加熱部の後エッジ位置を変化させるため
の前エッジ信号および後エッジ信号を出力する多数段のエッジ信号生成回路と、このエッ
ジ信号生成回路から出力される多数段の前エッジ信号および後エッジ信号の中から、少な
くとも検出されたアドレス情報に対応した前記先頭加熱部の前エッジ位置に相当する前エ
ッジ信号および前記最後尾加熱部の後エッジ位置に相当する後エッジ信号を選択するセレ
クタと、検出されたアドレス情報に対応した前記加熱部の記録パワーに応じて、前記レー
ザ光を出射するレーザ光源の出射光量を随時更新するドライバ回路とを備えたので、光デ
ィスク媒体の回転数を一定とするＣＡＶ制御や、複数の速度によるＣＬＶ制御によって記
録線速度が変化しても、最内周位置から最外周位置まで連続的に最適な記録パルスのパル
ス幅が設定できるとともに、最内周位置から最外周位置まで連続的に最適な記録パワーが
設定できるようになり、また、任意の細かな速度で設定されるマルチスピードの記録に対
しても、光ディスク媒体全面に渡って均一な特性の記録が可能となる。また、従来の再生
専用光ディスク媒体の記録フォーマットとの互換性を維持しながら、光ディスク媒体全面
に渡って均一な信号特性で記録することができる。
【００８７】
本発明の第五の実施の形態は、上記第一の実施の形態乃至上記第四の実施の形態のいずれ
かの情報記録装置と、この情報記録装置にライターソフト（書き込みソフトウエア）でデ
ータを光ディスク媒体１に記録させるホストとしてのパーソナルコンピュータとからなる
情報処理装置の一形態である。この実施の形態では、パーソナルコンピュータは、ライタ
ーソフトで、ダイヤログボックスなどによって、記録線速度をユーザに問い合わせる。こ
のとき、パーソナルコンピュータは、全ての記録線速度を表示し、ユーザの指定した記録
線速度と記録情報をシステムコントローラ９に通知する。システムコントローラ９は、パ
ーソナルコンピュータから通知された記録線速度で記録を行うように記録パルス制御部５
やＥＦＭエンコーダ８などを制御し、パーソナルコンピュータから通知された記録情報を
ＥＦＭエンコーダ８でＥＦＭデータに変換させて記録パルス制御部５へ出力させる。
【００８８】
この実施の形態によれば、各々の記録線速度に対して最適な記録パルスが設定でき、光デ
ィスク媒体全面に渡って均一な特性の記録が可能となる。
【００８９】
【発明の効果】
　以上のように本発明によれば、光ディスク媒体の回転数を一定とするＣＡＶ制御や、複
数の速度によるＣＬＶ制御によって記録線速度が変化しても、各々の記録線速度に対して
最適な記録パルスが設定できるようになり、光ディスク媒体全面に渡って均一な特性の記
録が可能となる。
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【００９０】
　また、再生される記録情報の最長データと最短データとのアシンメトリの差が、２値化
のスライスレベルに対する変動を抑えることができ、ジッタ特性が悪化することなく、ま
た、再生クロックのＰＬＬの安定性も良好となる記録が可能となる。
【００９１】
また、簡易な方法により記録線速度に対応して記録パルスの設定値を更新することができ
、必要かつ十分な更新間隔によって光ディスク媒体全面に渡って均一な特性で記録をする
ことが可能となる。また、記録中であっても記録パルスの最適な設定値からずれることな
く、設定値の更新を容易に認識することが可能となり、光ディスク媒体の回転数を一定と
するＣＡＶ方式における記録パルスの設定値を高精度に更新させることができる。
【００９２】
　また、簡易で小規模な回路構成で、ＣＡＶ制御による記録やマルチスピードの記録が可
能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明を適用した情報記録装置である第一実施形態を示すブロック図である。
【図２】同第一実施形態において光ディスク媒体である色素系光ディスクの情報記録で用
いる基本的な記録パルスを示す波形図である。
【図３】同第一実施形態における記録線速度と、先頭加熱部のパルス幅の記録チャンネル
クロック周期Ｔに対する比Ｔtop、最後尾加熱部のパルス幅の記録チャンネルクロック周
期Ｔに対する比Ｔend、先頭加熱部の記録パワーＰtopと後続加熱部の記録パワーＰrear 
との比ε、最小記録線速度における最適記録パワーＰrearminに対する所望の任意の記録
線速度における記録パワーＰtopの比ρとの関係の例を示す図である。
【図４】上記Ｔtop、Ｔend、ε、ρを所定の間隔にて各々略一定の割合で変化させるよう
に更新変更させる例を示す図である。
【図５】上記Ｔtop、Ｔend、ε、ρを所定の間隔にて各々略一定の割合で変化させるよう
に更新変更させる他の例を示す図である。
【図６】上記第一実施形態の情報記録で用いる記録パルスの例を示す波形図である。
【図７】上記第一実施形態で光ディスク媒体から再生したＲＦ信号のアシンメトリとジッ
ターとの関係を示す図である。
【図８】設定値を更新変更した時点前後のＲＦ信号レベルを示す図である。
【図９】本発明の第三の実施の形態の動作フローを示すフローチャートである。
【図１０】同第三の実施の形態を示すブロック図である。
【図１１】従来の再生専用ＤＶＤメディアに記録されているセクタ情報のフォーマット、
ＤＶＤメディアの回転数、チャンネルクロック周波数、記録線密度の例を示す図である。
【図１２】従来の他のＤＶＤメディアに記録されているセクタ情報のフォーマット、ＤＶ
Ｄメディアの回転数、チャンネルクロック周波数、記録線密度の例を示す図である。
【符号の説明】
１　　　光ディスク媒体
２　　　スピンドルモータ
３　　　回転機構
４　　　光ヘッド
５　　　記録パルス（記録パルス列）制御部
６　　　ＬＤドライバ回路
７　　　記録クロック生成部
８　　　ＥＦＭエンコーダ
９　　　システムコントローラ
１０　　　ドライブコントローラ
１１　　　ウォブル検出部
１２　　　復調回路
１３　　　エッジ信号生成部
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１４　　　エッジセレクタ
１５　　　記録パルス生成部
１６　　　サーボ機構

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】
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